
大学等関係団体の代表者が大学等卒業（修了）予定者の就職・採用活動のあり方について検討し、
申合せ等の作成を行うとともに、企業側との協議を進める上で、学生の就職・採用活動の現状を
把握する必要があるため本調査を実施。

国公私立の大学、短期大学及び高等専門学校（１，２２８校）の就職指導担当部門

１１４６校（回収率９３．３％）うち有効回答１，０９２校

平成２３年６月下旬現在

１　学生の就職活動について
（１）就職活動の期間について【Ⅱ-1(1)関係】

（２）就職・採用活動による学事日程への影響について【Ⅱ-2(1)関係】

○ 調 査 時 期

平成２３年度　学生の就職・採用活動に関する調査結果について

○趣　　　旨

○調査依頼先

○回　答　校

48.8%48.3%

1.5%1.5%

短期化している 長期化している あまり変化はない 無回答

　就職活動の期間については、昨年度と比較して「長期化している」が４８．８％と最も多く、「あまり変化は
ない」も４８．３％と多かった。

5.7%

3.5%

39.4% 48.3%

1.5% 1.7% 昨年も支障が生じたが、更
に支障が強まった

昨年も支障が生じたが、同
程度に支障が生じている

昨年はあまり支障がなかっ
たが今年は支障が生じた

昨年も支障はあまりなかっ
たが、今年も支障はあまり
ない
昨年に比べ、支障は減って
いる

無回答

　就職・採用活動による学事日程への影響については、昨年度と比較して「同程度の支障が生じている」が
４８．３％と最も多かった。
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（３）就職・採用活動が学事日程に支障をきたした主な理由について（複数回答）【Ⅱ-2(2)関係】
（１－（２）で「a.より大きな支障」「b.同程度の支障」「c.今年度は支障」と回答した大学等の状況）

（４）具体的な支障事項について（複数回答）【Ⅱ-2(3)関係】
（２－（１）で「a.より大きな支障」「b.同程度の支障」「c.今年度は支障」と回答した大学等の状況）

（５）学生から見た就職・採用活動による問題点について（複数回答）【Ⅱ-3(1)関係】

87.7%

1.6%

35.4%

11.0%
2.2%3.7%
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無
回
答

　就職・採用活動が学事日程に支障をきたした主な理由については、昨年度と比較して「企業の採用選考活動の
長期化」が６８．３％と最も多かった。

　就職・採用活動が及ぼす学事日程への具体的な支障事項については、昨年と比較して「授業への出席状況の悪
化」が８７．７％と最も多かった。

　学生から見た就職・採用活動による問題点については、「学業に専念できない」が８０．１％と最も多かっ
た。

30.7%

13.6% 8.6% 9.1%

80.1%

9.1%

0%
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答

68.3%

7.2% 4.5%
12.4%

2.1%

20.6%
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そ
の
他

無
回
答
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（６）就職・採用活動の地方・女子学生への影響について【Ⅱ-5(1)(2)関係】

【地方学生への影響】

7.0%

39.7%

43.8%

1.1%
8.4%

昨年度よりも不利
になっている

昨年度と同様に不
利であった

昨年度と同様に不
利でなかった

昨年度よりも有利
になっている

無回答

【女子学生への影響】

3.8%

65.8%

0.8%
7.7%

21.9%

昨年度よりも不利に
なっている

昨年度と同様に不
利であった

昨年度と同様に不
利でなかった

昨年度よりも有利に
なっている

無回答

　採用情報の入手や会社訪問における地方学生への影響については、「昨年度よりも不利」「昨年度と同様に不
利」がほぼ半数の５０．８％となっている。
　一方、女子学生への影響については「昨年度と同様に不利でない」が６５．８％と最も多いが、２５．７％は
不利な状況となっている。

3



２　企業の採用選考活動について
（１）採用選考活動の開始時期について【Ⅲ-1(1)関係】

《採用選考活動の開始時期について　つづき》
（（１）で「a.早まっている」と回答した大学等の状況） （（１）で「c.遅くなっている」と回答した大学等の状況）

（２）採用選考活動の開始時期について【Ⅱ-1(3)関係】

※「10月以前」及び「11月」については、21年度調査より追加

　採用選考活動の開始時期については、昨年度と比較して「あまり変化はない」が７０．４％と最も多かった。

4.4%

70.4%

2.4%

22.8%

早まっている あまり変化はない 遅くなっている 無回答

22.9%

45.8%

6.3%

6.3%

18.8%

半月程度早まっている １ヶ月程度早まっている ２ヶ月程度早まっている

２ヶ月以上早まっている 無回答

5.2%
10.4%

2.9%2.6%2.5%2.3%
10.2%9.4%

23.1%20.1%
27.0%

12.4% 14.3%
19.7%

12.1% 12.2%
3.7% 2.0% 4.8% 3.3%

0%
10%
20%
30%

10月以前 11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月以降 無回答

３年前 今年度

卒業・修了年度→

※3年前の「12月」は「12月以前」で集計

　採用選考活動の開始時期は、３年前・今年度ともに「卒業・修了前年度の１２月以前」がそれぞれ
２７．０％・２８．０％と最も多かった。

41.4%

5.2%0.4%0.8%

52.2%

半月程度遅くなっている １ヶ月程度遅くなっている ２ヶ月程度遅くなっている

２ヶ月以上遅くなっている 無回答
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（３）通年採用の拡大について【Ⅲ-1(4)関係】

（４）採用内々定時期について【Ⅲ-1(5)関係】

《採用内々定時期について　つづき》
（（４）で「a.早まっている」と回答した大学等の状況） （（４）で「c.遅くなっている」と回答した大学等の状況）

9.7%9.1%
2.3%

78.9%

拡大している あまり変化はない 減少している 無回答

　企業の通年採用の導入の状況は、昨年度と比較して「あまり変化はない」が７８．９％と最も多かった。

2.4%

27.4%

2.6%

67.7%

早まっている あまり変化はない 遅くなっている 無回答

　採用内々定時期については、昨年度と比較して「あまり変化はない」が６７．７％と最も多かったが、一方で
「遅くなっている」と回答した割合も２７．４％となっており、就職活動が長期化していることが見受けられ
る。

38.5%

30.8%

7.7%

23.1%

半月程度早まっている １ヶ月程度早まっている

２ヶ月程度早まっている ２ヶ月以上早まっている

31.4%
57.5%

2.0%1.0% 8.0%

半月程度遅くなっている １ヶ月程度遅くなっている
２ヶ月程度遅くなっている ２ヶ月以上遅くなっている
無回答
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（５）内々定の集中している時期について【Ⅲ-1(7)関係】

（６）リクルーターによる採用活動等、特定校を対象とする採用活動について【Ⅲ-1(8)関係】

37.7%

15.3%14.1%

28.7%

2.8%0.8%0.6%
7.5%

30.1%

0.7%1.0% 5.3%
20.4%

25.3%

8.5%1.0%

0%
10%
20%
30%
40%

１月以前 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月以降 無回答

３年前 今年度

卒業・修了年度→

37.2%

6.5%

47.1%

4.8%4.5%

特定校対象の採用活動は
減少している

あまり変化はない

特定校対象の採用活動は
増えている

リクルーターによる採用活動
はほとんど関係ない

無回答

　リクルーターによる採用活動等、特定校を対象とする採用活動については、昨年度と比較して「リクルーター
による採用活動はほとんど関係ない」が４７．１％と最も多かった。

　内々定の集中している時期については、３年前は４月がピークであったのに対し、今年度は７月以降がピーク
となっており、就職・採用活動が長期化している状況が見受けられる。
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３　企業の採用広報活動について
（１）採用広報活動の開始時期について【Ⅳ-1(1)関係】

《採用広報活動の開始時期について　つづき》
（（１）で「a.早まっている」と回答した大学等の状況） （（１）で「c.遅くなっている」と回答した大学等の状況）

（２）採用広報活動の開始時期について【Ⅳ-1(3)関係】

　採用広報活動の開始時期については、昨年度と比較して「あまり変化はない」が８８．３％と最も多かった。

4.8%

88.3%

1.9%5.0%

早まっている あまり変化はない 遅くなっている 無回答

9.6%

53.8%

3.8%

7.7%

25.0%

半月程度早まっている １ヶ月程度早まっている ２ヶ月程度早まっている

２ヶ月以上早まっている 無回答

4.5% 3.5% 6.4% 0.8% 0.5% 1.8%

40.7%

10.3% 13.0%
3.3% 2.9% 2.0% 6.4% 3.8%

0%
10%
20%
30%
40%
50%

４月以前 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月以降 無回答

卒業・修了年度→

　採用広報活動の開始時期については、卒業・修了前年度の１０月が最も多かった。

3.6%

47.3%45.5%

3.6%

半月程度遅くなっている １ヶ月程度遅くなっている ２ヶ月程度遅くなっている 無回答
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４　日本経団連の平成25年3月卒業・修了生に対する「倫理憲章」等について
（１）広報活動の開始時期を12月1日以降としている点について【Ⅴ-1(1)関係】

（２）選考活動の開始時期を4月1日以降としている点について【Ⅴ-1(2)関係】

（３）大学訪問を12月1日以前は行わないとしている点について【Ⅴ-1(3)関係】

　広報活動の開始時期を12月1日以降としている点については、「問題なし」が４４．７％と最も多かったが、
「どちらとも言えない」も４０．９％あり、影響を注視している状況も見受けられる。

13.1%

44.7%

1.3%

40.9%

問題あり 問題なし どちらとも言えない 無回答

　選考活動の開始時期を4月1日以降としている点については、「問題なし」が４５．６％と最も多かったが、
「どちらとも言えない」も３９．２％あり、影響を注視している状況も見受けられる。

13.7%

39.2%

1.5%

45.6%

問題あり 問題なし どちらとも言えない 無回答

　大学訪問を12月1日以前は行わないとしている点については、「問題なし」が４３．９％と最も多かったが、
「どちらとも言えない」も４２．０％あり、影響を注視している状況も見受けられる。

12.6%

43.9%

1.5%

42.0%

問題あり 問題なし どちらとも言えない 無回答
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（４）企業の採用広報活動の開始時期について【Ⅴ-2(1)関係】

（５）企業の採用選考活動の開始時期について【Ⅴ-2(2)関係】

（６）大学の実施するキャリア教育に対する企業側の協力について【Ⅴ-3(1)関係】

1.1%
11.9%

3.5%

20.6%

42.7%

17.8%
2.5%

0%
10%
20%
30%
40%
50%

卒業・修了前々年度 卒業・修了前年度の
4月から6月

卒業・修了前年度の
7月から9月

卒業・修了前年度の
10月から12月

卒業・修了前年度の
1月から3月

卒業・修了年度以降 無回答

　採用広報活動の本来あるべき開始時期は、「卒業・修了前年度の１月から３月」が４２．７％と最も多かっ
た。

0.8% 2.7% 7.2%

37.6% 39.5%

8.0%
1.6% 2.5%

0%
10%
20%
30%
40%
50%

卒業・修了前年度の
9月以前

卒業・修了前年度の
10月から12月

卒業・修了前年度の
1月から3月

卒業・修了年度の
4月から6月

卒業・修了年度の
7月から9月

卒業・修了年度の
10月から3月

卒業・修了度 無回答

　採用選考活動の本来あるべき開始時期は、「卒業・修了年度の７月から９月」が３９．５％と最も多かった。

　大学の実施するキャリア教育に対する企業側の協力については、「得られている」が５２．９％と最も多かっ
た。

52.9%

40.2%

3.3%

3.6%

得られている 得られていない どちらとも言えない 無回答
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（７）企業側のインターンシップの受け入れ状況について【Ⅴ-3(2)関係】

（８）インターンシップの受け入れに対する倫理憲章の影響について【Ⅴ-3(3)関係】
（（７）で「b.減った」と回答した大学等の状況）

（９）キャリア教育・職業教育を推進するための体制の構築について【Ⅴ-4(1)関係】

　企業側のインターンシップの受け入れ状況は、昨年度と比較して「変わらない」が５８．８％と最も多かっ
た。

17.7%

17.7%

5.7%

58.8%

増えた 減った 変わらない 無回答

35.8%

37.8%

4.0%

22.4%

影響あり 影響なし どちらとも言えない 無回答

　キャリア教育・職業教育を推進するための体制の構築については、「構築している」が８９．０％と最も多
かった。

89.0%

1.7%
9.2%

構築している 構築していない 無回答
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（10）キャリア教育・職業教育に関する授業科目の開設状況について【Ⅴ-4(2)関係】

8.1%

8.6%
2.3%

81.0%

開設している

今後開設を予定している

開設する予定はない

無回答

　キャリア教育・職業教育に関する授業科目について、「開設している」が８１．０％と最も多かった。
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５　その他

○　東日本大震災の就職活動への影響について
（１）就職活動への震災の影響について【Ⅵ-1(1)関係】

（２）一部の企業が採用活動のスケジュールを後ろ倒した影響について【Ⅵ-1(2)関係】

1

《一部の企業が採用活動のスケジュールを後ろ倒した影響について　つづき》
（（２）で「a.良い影響」と回答した大学等の状況（上位２つまで複数回答））

　一部の企業が採用活動のスケジュールを後ろ倒した影響については、「どちらとも言えない」が６７．１％と
最も多かった。

6.5%

24.1%

2.3%

67.1%

良い影響 悪い影響 どちらとも言えない 無回答

　就職活動への震災の影響については、「影響あり」が５１．４％と最も多かった。

51.4%

24.5%

0.8%

23.3%

影響あり 影響なし どちらとも言えない 無回答

47.9%
43.7%

2.8%

28.2%
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（（２）で「b.悪い影響」と回答した大学等の状況（上位２つまで複数回答））

（３）今後の震災対応として企業に望むことについて（複数回答）【Ⅵ-1(5)関係】

　今後の震災対応として企業に望むことについては、「今回の震災対応に限らず、採用活動の日程を恒常的に後
ろ倒すこと」が４９．５％と最も多かった。

19.0% 20.2%

66.5%

22.1%

64.6%
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42.5%
38.6%

17.1%

2.9% 7.8%

49.5%

0%

20%

40%

60%

今
回

の
震
災
対
応

に
限
ら

ず

、
採
用
活
動

の
日
程
を
恒

常
的

に
後

ろ
倒
す

こ
と

採
用
活
動

の
日
程
を
各
企
業

一
律

に
後

ろ
倒
す

こ
と

被
災
学
生

に
対
す
る
柔
軟
な

採
用
活
動
日
程

（
面
接
日

や

筆
記
試
験
日
等

）
の
設
定

被
災
学
生

の
採
用
特
別
枠

の

設
定

そ
の
他

無
回
答
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○　未就職のまま卒業・修了した学生に対する就職支援について
（１）未就職のまま卒業・修了した学生に対する就職支援の有無について【Ⅵ-3(1)関係】

《未就職のまま卒業・修了した学生に対する就職支援の有無について　つづき》
（（１）で「a.行っている」「b.行う予定がある」と回答した大学等の具体的な就職支援（複数回答））

　未就職のまま卒業・修了した学生に対する就職支援については、「行っている」が８３．９％と最も多かっ
た。

83.9%
5.3%

1.2%9.6%

行っている 行う予定がある 行っていない 無回答

84.8%
74.2%

63.0%
52.7%

5.6% 0.4%

93.7%

10.3%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

採
用
情
報

の
提
供

面
談

に
よ
る
就
職
相

談

メ
ー

ル

・
電
話

に
よ

る
就
職
相
談

論
文

・
エ
ン
ト
リ
ー

シ
ー

ト

・
履
歴
書

の

添
削
指
導

模
擬
面
接

筆
記
試
験
対
策
講
座

な
ど
各
種
講
座

の
開

設

そ
の
他

無
回
答
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○　就職留年を希望する者への対応について
（１）就職のために留年した学生の状況について【Ⅵ-4(1)関係】

（２）「卒業延期」制度の状況について【Ⅵ-4(2)関係】

《「卒業延期」制度の状況について　つづき》
（（２）で「a.認めている」と回答した大学等の延長期間の単位）

　就職のために留年した学生の増減については、昨年度と比較して「どちらとも言えない」が７７．７％と最も
多かった。

3.8%
4.6%13.9%

77.7%

増えている 減っている どちらとも言えない 無回答

31.9%

43.6%

1.1% 1.1% 2.1%

18.1%

2.1%
0%

20%

40%

60%

半
年

1
年

半
年
又
は
1
年

1
年
超

特

に
無
し

そ
の
他

無
回
答

　「卒業延期」制度については、８．６％が認めており、３．１％が検討中であった。

3.1%

9.2%

79.1%

8.6%

認めている 認めていない 検討中 無回答
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